
国家公務員制度改革に関する報告の骨子

Ⅰ 国家公務員制度改革の前提となる基本認識
国家公務員制度改革は、民間と異なる国家行政や国家公務員の労使関係の特徴を関係者の共通認識

としつつ、議論を尽くし、国民の十分な理解と納得を得て進めるべきことを指摘

１ 国家行政の特徴と国家公務員の在り方
① 具体的な行政組織、行政の果たすべき任務等は、法律や予算に基づき、国会の民主的コントロ

ールの下に置かれていること
② 大臣等と国家公務員との関係は、いわば車の両輪ともいえる関係にあり、適切な役割分担と連

携が求められること
２ 国家公務員の労使関係の特徴

(1) 大臣等の使用者としての権能は国会の民主的コントロールを受ける
勤務条件法定主義、財政民主主義の原則により国会の民主的コントロールを受け、国家公務員の

給与等勤務条件は直接の使用者である内閣総理大臣や各省大臣等の決定だけでは完結しないという
構造的な特徴が存在

(2) 国家公務員には国民全体の奉仕者としての職務遂行が求められる
国家公務員は、国民全体の奉仕者として、大臣等と一体となり全力で国民のために職務を遂行す

ることが求められること
(3) 公務における勤務条件決定には利潤の分配や市場の抑制力という内在的制約が存しない

公務における勤務条件決定では、民間企業の賃金決定における利潤の分配といった枠組みが当て
はまらず、また、基本的には倒産などの市場の抑制力という内在的制約が欠如

Ⅱ 国家公務員制度改革関連法案に関する論点

１ 人事行政の公正の確保に関する論点
人事行政の公正を確保する機能を制度的に確保するため、更に次の措置が必要

(1) 採用試験及び研修の公正な実施の確保
採用試験の出題や合否判定等については、組織的に一定の独立性を有する第三者機関が行うこと

が必要。また、職員の研修についても、公正な計画・実施のための措置が重要
(2) 幹部職員人事の公正確保

幹部職員の適格性審査に人事公正委員会が適切・実効的に関与することが重要。また、幹部職間
の転任には、適性の厳正な検証や異動の合理性・納得性を高めるための措置が必要

２ 協約締結権付与に関する論点
改めて労働基本権制約の見直しに関する基本的な論点を整理

(1) 協約締結権付与の必要性と国民の利害・得失の明確化
現行制度の問題や国民にとっての具体的利害・得失等が明らかにされる必要

(2) 勤務条件に対する民主的コントロールと当事者能力の確保
勤務条件についての国会の民主的コントロールという憲法上の要請と、内閣の使用者としての当

事者能力の確保との間の整合性をどう図るのか適切な制度設計を行う必要
(3) 複数の労働組合との交渉を通じた勤務条件の決定等

一部の組合に対する仲裁裁定と他の組合との協約の関係を整理する必要。また、非組合員の勤務
条件をどう決定するのか整理する必要

(4) 具体的な労使交渉の在り方
予算の事前調整・民間の給与実態の把握、配分交渉の方法、各府省における労使交渉の体制整備

について詰める必要
(5) 仲裁裁定の実効性の確保

法案では仲裁裁定は内閣に対する努力義務とされているが、その実施は最大限確保される必要
(6) 引き続き労働基本権が制約される職員の代償措置

警察職員等の労働基本権制約に対する代償措置の確保が必要

Ⅲ 国家公務員制度改革基本法に定める課題等についての取組

１ 能力・実績に基づく人事管理の推進
能力・実績に基づく人事管理の推進のため、採用試験の再編、体系的人材育成、ポスト在任期間の

確保、競争的かつ公正な選抜手続の整備等に取組。人事評価制度の適切な運用を支援
２ 職員の勤務環境の整備

男性の育児休業取得促進の一助として短期間の取得者の期末手当の支給割合を見直し。超過勤務縮減
のための政府全体としての取組や東日本大震災の惨事ストレス対応を含めた心の健康づくり対策を推進




